
【参考2】

令和９年度以降の市町村における国保特会のイメージ（単純化したもの）

★歳入と歳出はそれぞれ①～③（同色）のグループ内で完結させるのが原則

歳出 事務費など
保養施設補
助

③

歳入
県支出金

（特別交付
金）

一般会計繰入
（基盤安定な
ど）

一般会計繰入
（事務費）

(一般会計事
業化又は基
金の活用)

※予定収納率を達成できずに国保税に不足が生じたら、県から借入を受けた上で

　翌年度の国保税に上乗せ（償還のため） 　

（この場合、標準税率を上回る税率を設定せざるを得ない） 　

※標準税率どおりに設定し予定収納率を達成したとしても、被保険者数の減少などにより

　「実際の課税額」が「納付金算定上の課税想定額」を下回る見込みの場合は、実態に合わせて

　県が納付金を減額することで対応（逆の場合は、増額もあり得る）

＜参考＞県運営方針による、準統一後の基金の取り扱いについての記載

・準統一後（注：令和９年度以降）は基金積立のための保険税率の引上げは行わないこととします。

・保険税率の引下げを目的とした基金残高の取崩しは行わないこととします。

②

県支出金（普通交付金）

国保事業費納付金
（給付費等、後期支援金、介護納付金及び

子ども・子育て支援納付金の各国保税負担相当分）

保健事業費（県指定事
業、市町村独自事業）

国民健康保険税
（滞納繰越分含む）

①

保険給付費
保健事業費（特定健診など、全市町村で共通して実施する事業に限る）
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